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令和６年１２月２０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和４年（ワ）第７００９７号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 令和６年９月３０日 

判     決 

  原 告 Ａｉ 5 

   （以下「原告Ａｉ」という。） 

  原 告 Ｂｉ 

   （以下「原告Ｂｉ」という。） 

  原 告 Ｃｉ 

   （以下「原告Ｃｉ」という。） 10 

  上記３名訴訟代理人弁護士 平 野  敬 

  被 告 Ｆｉ 

  同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士 細 井 大 輔 

主 文 

     １ 原告らの請求をいずれも棄却する。 15 

         ２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 被告は、原告Ａｉに対し、９５万８８６９円及びこれに対する令和元年９月

１７日から支払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 20 

２ 被告は、原告Ｂｉに対し、４３０万６５９６円及びこれに対する平成３０年

３月１２日から支払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

３ 被告は、原告Ｃｉに対し、７９３万４５３５円及びこれに対する令和３年４

月１５日から支払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要等 25 

１ 事案の要旨 
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本件は、原告らが、被告に対し、被告自ら又は被告が代表者兼取締役として

登記されている法人が、インターネット上に開設した別紙ウェブサイト目録記

載の各ウェブサイト（以下、これらを総称して「本件サイト」という。）に、原

告らの著作物である別紙著作物目録１ないし３記載の各漫画（以下、これらを

総称して「本件漫画」という。）を許諾なく掲載し、原告らの著作権（公衆送信5 

権）を侵害したと主張して、民法７０９条（主位的請求）及び会社法４２９条

１項（第１次予備的請求として現任の取締役としての責任、第２次予備的請求

として退任した取締役としての責任）に基づく損害賠償として、 

原告Ａｉにつき、損害金９５万８８６９円（一部請求）及びこれに対する令

和元年９月１７日（別紙損害一覧表の「１ 原告Ａｉ」の「掲載日」欄記載の10 

日付のうち最も後の日）から支払済みまで民法所定年３パーセントの割合によ

る遅延損害金、 

原告Ｂｉにつき、損害金４３０万６５９６円（一部請求）及びこれに対する

平成３０年３月１２日（別紙損害一覧表の「２ 原告Ｂｉ」の「掲載日」欄記

載の日付のうち最も後の日）から支払済みまで民法所定年３パーセントの割合15 

による遅延損害金、 

原告Ｃｉにつき、損害金７９３万４５３５円（一部請求）及びこれに対する

令和３年４月１５日（別紙損害一覧表の「３ 原告Ｃｉ」の「掲載日」欄記載

の日付のうち最も後の日）から支払済みまで民法所定年３パーセントの割合に

よる遅延損害金 20 

の各支払を求める事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲の各証拠（以下、特記しな

い限り枝番を含む。）及び弁論の全趣旨により容易に認定できる事実） 

(1) 当事者 

ア 原告Ａｉは、「Ａｉｉ」及び「Ａｉｉｉ」の筆名を用いて執筆活動をして25 

いる漫画家である。 
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  原告Ｂｉは、「Ｂｉｉ」の筆名を用いて執筆活動をしている漫画家である。 

  原告Ｃｉは、「Ｃｉｉ」の筆名を用いて執筆活動をしている漫画家である。 

（以上、弁論の全趣旨） 

イ 被告は、インターネットのホームページの企画制作及び運営管理等を目

的とする株式会社悟空（平成２３年１２月２８日設立。以下「悟空社」と5 

いう。）の代表取締役を務めている者である（甲３７）。 

また、被告は、米国ハワイ州の法律に基づいて設立され、ウェブサイト

の作成等を目的とする「Red Hot Impulse, Ltd.」（以下「レッド社」とい

う。）の代表者兼取締役として登記されている（甲１５、３２、４４）。 

(2) 本件漫画 10 

    別紙著作物目録１記載の各漫画（以下、同目録記載の番号に従って、「本件

漫画１－１」、「本件漫画１－２」などといい、これらを総称して「本件漫画

１」という。）は、原告Ａｉが著作権を有する著作物である（甲１）。 

    別紙著作物目録２記載の各漫画（以下、同目録記載の番号に従って、「本件

漫画２－１」、「本件漫画２－２」などといい、これらを総称して「本件漫画15 

２」という。）は、原告Ｂｉが著作権を有する著作物である（甲２）。 

    別紙著作物目録３記載の各漫画（以下、同目録記載の番号に従って、「本件

漫画３－１」、「本件漫画３－２」などといい、これらを総称して「本件漫画

３」という。）は、原告Ｃｉが著作権を有する著作物である（甲３）。 

(3) 本件サイトにおける本件漫画の掲載 20 

ア 本件サイト（以下、別紙ウェブサイト目録記載の番号に従って、「本件サ

イト１」、「本件サイト２」などという。）は、いずれもインターネット上に

開設されたウェブサイトで、同人誌に収録された漫画等を掲載し、無料で

公開している（甲７）。 

平成２７年８月１５日以降、別紙損害一覧表の「ウェブサイト」欄記載25 

の各サイトにおいて、同「掲載日」欄記載の各日から、原告らの許諾を得



 

4 

 

ることなく、同「作品」欄記載の各漫画の掲載が順次開始された（なお、

同一ウェブサイトにおける同一作品の掲載であっても、異なるＵＲＬによ

り公開されたものは、別個に掲載されたものとしている。甲８ないし１０、

弁論の全趣旨）。 

本件サイト中のウェブページはいずれも日本語で作成されている上、掲5 

載されている本件漫画中の台詞も日本語で記載されている（甲８ないし１

０）。 

イ 本件サイト１及び２は、令和３年８月までに閉鎖された（弁論の全趣旨）。 

(4) レッド社の経緯等 

ア レッド社は、平成１４年１２月１６日、有限会社でじぽの関連会社であ10 

る米国法人「Digital Point, Inc.」の支援を受け、米国ハワイ州の法律に

基づき、Ｅｉ（以下「Ｅｉ」という。）が出資者となって、被告を社長、副

社長、財務役、秘書役及び執行役兼取締役として設立された（甲１５、１

７、４６）。 

イ 被告は、平成１５年３月１８日、ファーストハワイアンバンクにレッド15 

社名義の預金口座（以下「本件口座」という。）を開設した（甲６８）。 

ウ 平成１５年１１月から令和４年１２月にかけて、各年分のレッド社に係

る年次報告書がハワイ州商業消費者省に提出された。 

同月１日に電子的方式により提出されたレッド社に係る年次報告書（以

下「本件年次報告書」という。）の執行役員及び取締役の項目の氏名欄に20 

「Ｆｉｉ」、役職欄に社長、副社長、財務役、秘書役及び執行役との各記載

がある。また、本件年次報告書には、「Ｆｉｉｉ」との記名がある。 

（以上、甲３２、４３、４４） 

エ 令和５年３月１６日時点のレッド社の登記においては、執行役員の氏名

は、「Ｆｉｉ」、役職は、社長、副社長、財務役、秘書役及び執行役とされ25 

ていた（甲３２、４３）。 
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３ 争点 

(1) 不法行為の成否（争点１） 

(2) 会社法４２９条１項所定の責任の有無（争点２） 

ア 現任の取締役としての責任の有無（争点２－１） 

イ 退任した取締役としての責任の有無（争点２－２） 5 

(3) 原告らの損害の有無及びその額（争点３） 

４ 当事者の主張 

(1) 争点１（不法行為の成否）について 

（原告らの主張） 

ア 準拠法について 10 

主位的請求は、本件サイトへの本件漫画の無断掲載行為により原告らの

著作権が侵害されたことを理由とする不法行為に基づく損害賠償請求であ

るところ、本件サイトや本件漫画にはいずれも日本語が用いられているか

ら、本件サイトに本件漫画の無断掲載行為が行われたのも、無断掲載され

た本件漫画を人々が閲覧したのも、主に日本国内においてであると考えら15 

れる。そうすると、本件サイトへの本件漫画の無断掲載行為という加害行

為の結果が発生した地は日本となるから、主位的請求に係る上記不法行為

に基づく損害賠償請求権の成立及び効力については、法の適用に関する通

則法（以下「通則法」という。）１７条により、日本法を適用すべきである。 

イ 本件サイトに本件漫画を掲載したのは被告個人であること 20 

(ｱ) 本件サイトに本件漫画を掲載したのは本件口座の管理者であること 

本件サイトには広告が掲載されているところ、その広告掲載に係る代

理業務は株式会社どんぐり（以下「どんぐり社」という。）が務めており、

どんぐり社は当該広告掲載に係る報酬を本件口座に送金していた。 

このように、本件口座の管理者は、本件サイトの広告収益を受領して25 

いたから、他に特段の事情のない限り、本件サイトの実質的な運営者、
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すなわち本件サイトに本件漫画を掲載した者であると考えられる。 

(ｲ) レッド社の法人格が形骸化していること 

レッド社は、現地において経営実態のないペーパーカンパニーである。 

また、どんぐり社に広告代理業務を依頼し、かつ、その報酬の支払先

を本件口座とする請求書を送付した者は、フルパワー（FULLPOWER, LTD）5 

との名称の法人（以下「フルパワー社」という。）を名乗っていたところ、

フルパワー社の住所及び代表者は不明であり、同社は何ら実体がない。 

これらの事実に照らせば、被告は、隠れ蓑としてレッド社とフルパワ

ー社の名義を自在に使い分け、どんぐり社を通じて本件サイトに係る広

告収益を受領していたと考えるのが整合的である。すなわち、レッド社10 

の法人格は全くの形骸にすぎず、外形上レッド社の活動とされるものは、

実質的には代表者である被告の個人営業によるものである。 

(ｳ) まとめ 

したがって、本件サイトに本件漫画を掲載したのは被告個人であると

いうべきである。 15 

ウ 原告らの権利が侵害されたこと 

被告が、本件サイトへ本件漫画を掲載し、本件漫画を誰もが閲覧できる

ようにしたことは、本件漫画に係る原告らの公衆送信権を侵害する。 

エ 故意があること 

本件サイトは、いずれも原告らを含む多数人の著作物を転載して閲覧者20 

を誘引し、広告掲載に係る報酬により収益を得る営利目的のウェブサイト

である。このことは、本件口座が現在も稼働しており、どんぐり社から入

金がされていたことからも明らかである。 

本件サイトの表題部には、「無料同人漫画」、「無料エロ同人誌」といった

記載があるところ、これは、本来、読者が対価を支払って有償で購入すべ25 

きものを無償で提供しているとの趣旨である。また、本件サイトに記載さ
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れている注意書きには、「当サイトに掲載している記事や画像の著作権は権

利者様に帰属致します。著作権等の侵害を目的とするものではありません。

掲載されたものに問題がある場合は権利者御本人様が直接ご連絡下さい」

等と記載されているところ、この記載に照らせば、本件サイトの運営者で

ある被告は、各作品について権利を有する著作権者がおり、かつ、各著作5 

権者に許諾を得ることなく各作品を転載していることを十分に認識してい

るといえる。 

したがって、被告には、他人が著作権を有する著作物を無断転載すると

いう自己の違法行為について認識認容があり、故意がある。 

オ 小括 10 

したがって、被告は、本件サイトに本件漫画を掲載した行為につき、原

告らの著作権（公衆送信権）侵害を理由として、民法７０９条に基づいて

損害賠償責任を負う。 

（被告の主張） 

ア 準拠法について 15 

本件サイトが専ら日本国内の閲覧者を対象にしていたものかどうかは明

らかでなく、仮に本件サイトに本件漫画を掲載したことが不法行為に当た

るとしても、当該掲載行為が日本で行われたかどうかも不明である。 

したがって、当然に日本法が適用されるとはいえない。 

イ 被告は本件サイトに本件漫画を掲載していないこと 20 

(ｱ) 本件サイトに本件漫画を掲載した者と本件口座の管理者との関係が明

らかでないこと 

どんぐり社が本件口座に支払った金員が本件サイトの広告掲載に係る

報酬であったことは本件証拠上明らかでないから、本件口座の管理者が、

本件サイトを運営し、かつ、本件サイトに本件漫画を掲載した者である25 

とはいえない。 
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(ｲ) レッド社の法人格が形骸化しているとはいえないこと 

レッド社が実体のない形骸的なペーパーカンパニーであるとの主張は、

証拠によって何ら裏付けられていないものである。 

(ｳ) 被告は本件サイトに本件漫画が掲載された時点でレッド社と関係がな

いこと 5 

被告は、平成１４年当時、米国ハワイ州で簡単に法人を設立できるこ

とを知り、いろいろな経験を積みたいと考え、同年１２月、海外法人設

立サービスを利用してレッド社を設立した。その後、被告は、平成１５

年１月から３月まで、ハワイに滞在していたところ、その際に知り合っ

た日系人３ないし４人と共に作ったグループが中心となって、レッド社10 

を利用したハワイの観光推進事業をしようという話になった。 

しかし、被告は、同月以降、ハワイで事業を行うことの熱意が薄れて

いったため、レッド社を閉鎖することも検討しており、同月ないし同年

８月頃、上記グループに所属していたＮｉという者にレッド社の処理を

任せ、代表者の変更手続を依頼した。 15 

そもそも、被告は、平成１６年以降、レッド社の運営、管理のために

何ら費用を支出していないし、役員報酬を含む経済的利益も得ていない。

また、本件年次報告書は、署名が不要な電子的方式によって提出された

ものであって、本人でなくても提出できるものであるから、そのような

被告の関与や意思に基づくことなく提出できる本件年次報告書の存在及20 

び記載をもって、被告がレッド社に関与しているとはいえない。 

このように、被告は、平成１５年３月ないし８月頃にレッド社の代表

者兼取締役を辞任により退任し、それ以降レッド社には一切関与してお

らず、本件口座を含むレッド社名義の預金口座を使用したこともない。 

(ｴ) まとめ 25 

以上のとおり、被告は、本件サイトに本件漫画が掲載された時点であ
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る平成２７年８月１５日以降において、レッド社とは全く関係がない。 

また、被告は、本件サイトの運用も管理もしておらず、本件サイトへ

の本件漫画の掲載が被告によるものと評価できるような事情もない。 

ウ 小括 

したがって、被告は、本件サイトに本件漫画が掲載されたことに関し、5 

民法７０９条所定の責任を負わない。 

(2) 争点２－１（現任の取締役としての責任の有無）について 

（原告らの主張） 

仮にレッド社の法人格が形骸化しているとは認められないとしても、以下

のとおり、被告は、現任のレッド社の取締役として、会社法４２９条１項に10 

基づき、原告らに生じた損害を賠償する責任がある。 

ア 準拠法について 

会社の役員が負う会社法４２９条の責任は、不法行為責任そのものでは

なく特別の法定責任と解されているものの、法人の役員の行為について当

該役員が第三者との関係で責任を負うか否かという問題は、法人の内部事15 

項や組織法上のものとはいえないから、そのような責任を前提とする債権

の成立及び効力の準拠法は不法行為と同様に考えるべきである。そして、

前記(1)（原告らの主張）アのとおり、本件サイトへの本件漫画の無断掲載

行為という加害行為の結果が発生した地は日本であるから、第１次予備的

請求については、通則法１７条により、日本法を適用すべきである。 20 

イ 悪意又は重過失による任務懈怠があること 

(ｱ) 前記(1)（原告らの主張）イ(ｱ)のとおり、本件口座の管理者と本件サ

イトの運営者すなわち本件サイトに本件漫画を掲載した者は同一人と考

えられるから、本件サイトに本件漫画を掲載した者はレッド社である。 

仮に本件サイトの真の運営者がレッド社以外の第三者であるとしても、25 

本件サイトにおける広告掲載に係る報酬がどんぐり社を通じてレッド社
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名義の本件口座に送金されていたことからすると、レッド社が当該運営

者と密接な関係にあり、その資金の流れに加担して違法な海賊版サイト

である本件サイトの運営に不可欠な貢献をしていることは、疑う余地が

ない。 

(ｲ) 被告は、レッド社の取締役として、レッド社の業務が法令に適合する5 

よう体制を整備し、前記(ｱ)のような事態を防止すべき義務を負っていた

にもかかわらず、漫然とレッド社の運営や本件口座の管理を放置してい

た。この点において、被告には、レッド社の職務を行うについて悪意又

は重大な過失があったというべきである。 

したがって、被告は、本件サイトに本件漫画が掲載されたことに関し、10 

会社法４２９条１項に基づいて損害賠償責任を負う。 

（被告の主張） 

ア 準拠法について 

レッド社は、米国ハワイ州法に基づいて設立された法人である。 

また、前記(1)（被告の主張）のとおり、本件サイトが専ら日本国内の閲15 

覧者を対象としていたものかどうかは明らかでなく、本件サイトに本件漫

画を掲載する行為が日本で行われたかどうかも不明である。 

したがって、日本法が適用されるとはいえない。 

イ 被告はレッド社に関与しておらず任務懈怠があったとはいえないこと 

仮に本件に日本法が適用されるとしても、前記(1)（被告の主張）イ(ｳ)20 

のとおり、被告は、平成１５年３月ないし８月頃にレッド社の代表者兼取

締役を辞任により退任し、それ以降レッド社には一切関与していない。 

このように、被告は、本件サイトに本件漫画が掲載された時点である平

成２７年８月１５日以降において、レッド社に一切関与していないから、

本件ウェブサイトに本件漫画が掲載されたことに関し、被告に任務懈怠が25 

あるとはいえない。 
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(3) 争点２－２（退任した取締役としての責任の有無）について 

（原告らの主張） 

仮に、被告が本件サイトに本件漫画が掲載された時点において、レッド社

の取締役を辞任により退任していたとしても、以下のとおり、被告は、辞任

したとの事実を原告らに対抗することができない結果、会社法４２９条１項5 

所定の責任を免れることができない。 

ア 準拠法について 

前記(2)（原告らの主張）アと同様の理由により、第２次予備的請求につ

いても、日本法を適用すべきである。 

イ レッド社の取締役を退任したことを対抗できないこと 10 

(ｱ) 辞任した取締役が辞任登記を申請しないで不実の登記を残存させるこ

とにつき明示的に承諾を与えていたなどの特段の事情が存在する場合に

は、取締役を辞任した者は、会社法９０８条２項の類推適用により、善

意の第三者に対して当該株式会社の取締役でないことをもって対抗する

ことができない結果、同法４２９条１項所定の取締役としての責任を免15 

れることはできない。 

(ｲ) 被告は、平成１５年３月ないし８月頃にレッド社の代表者を辞任によ

り退任したと主張しているものの、レッド社の取締役を辞任したことに

関する書面はなく、平成１６年になってもハワイ州商業消費者省にレッ

ド社の代表者として住所変更届（以下「本件住所変更届」という。）を提20 

出している。そもそも、被告は、本件住所変更届の提出に合わせて、代

表者を辞任したことを登記に反映させることができたはずであるのに、

その手続をしていない。 

また、被告は、取締役を辞任したことを、出資者であるＥｉにも、レ

ッド社の設立を支援した会社にも報告していない。 25 

さらに、原告らがどんぐり社に対して本件サイトの運営に係る責任を
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追及する訴訟を提起し、裁判所や原告訴訟代理人から被告に書面が届く

ようになった後もなお、被告は、レッド社の年次報告書が自己の名によ

り提出されることを容認しており、令和４年１２月には、代表者を被告

としたまま登記が更新されている。 

このような事実関係に照らせば、被告は、レッド社を現に運営する者5 

に対し、レッド社の取締役として不実の登記を残存させることについて

明示的に承諾を与えていたというべきである。 

(ｳ) したがって、被告は、レッド社の取締役を退任したことを原告らに対

抗することができないから、会社法４２９条１項所定の責任を免れるこ

とはできない。 10 

（被告の主張） 

ア 準拠法について 

前記(2)（被告の主張）アのとおり、日本法が適用されるとはいえない。 

イ 不実の登記を残存させることにつき明示的に承諾を与えていたなどの特

段の事情がないこと 15 

前記(1)（被告の主張）イ(ｳ)及び(2)（被告の主張）イのとおり、被告は、

平成１５年３月ないし８月頃、レッド社の取締役を辞任により退任し、そ

れ以降、レッド社に一切関与しておらず、本件訴訟に至るまで、レッド社

の代表者に係る登記が変更されているものと認識しており、被告のままと

なっていることを知らなかった。被告は、これまでレッド社の登記を変更20 

する機会もなく、被告が取締役であるとの不実の登記をすることについて

明示的に承諾していたこともない。 

したがって、原告が主張する「特段の事情」がない以上、被告は、会社

法４２９条１項所定の責任を免れることができる。 

(4) 争点３（原告らの損害の有無及びその額）について 25 

（原告らの主張） 
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ア 著作権法の規定により算定される損害額 

(ｱ) 著作権法１１４条１項１号により算定される損害額 

ａ 損害額算定の考え方 

(a) 本件サイト１ 

本件サイト１には、掲載されている作品ごとに、閲覧者が気に入5 

った漫画作品を記録しておき、何度も読み直したりするための機能

である「マイページに追加」というボタンが用意されていた。ある

作品を「マイページに追加」した者は、それ以外の単なる閲覧者に

比べ、当該作品に対する愛着が強く、何度も読み直したいという欲

求を有しているといえるから、仮に本件サイト１に当該作品が掲載10 

されなければ、当該作品を購入していた可能性が高い。 

別紙損害一覧表の「１ 原告Ａｉ」及び「２ 原告Ｂｉ」の「マ

イページ追加数」欄記載の数値は、本件漫画１及び２について「マ

イページに追加」した閲覧者数である。 

したがって、本件漫画１及び２が本件サイト１に掲載されたこと15 

による損害の額は、別紙損害一覧表の「１ 原告Ａｉ」及び「２ 

原告Ｂｉ」の各作品の「マイページ追加数」欄記載の数値に、１冊

当たりの限界利益を乗じて算定される額となる。 

(b) 本件サイト２ 

本件漫画のうち、本件サイト２に掲載された作品は本件漫画１－１20 

である。 

本件サイト２には、「マイページに追加」機能がなく、ページ閲覧数

も推計できない。しかし、本件サイト１と２は、いずれも女性向けの

海賊版サイトという点で共通しており、その運営規模も似通っている。 

したがって、本件漫画１－１が本件サイト２に掲載されたことによ25 

る損害の額は、同漫画が本件サイト１に掲載されたことによる損害の
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額と同程度と推定できる。 

(c) 本件サイト３ないし６ 

ウェブサイト調査会社の資料によれば、本件サイト３ないし６に掲

載された本件漫画３の月間平均閲覧数は、別紙損害一覧表の「３ 原

告Ｃｉ」の「月間平均閲覧数」欄記載のとおりと推計できる。 5 

また、本件漫画３の各掲載日から令和４年１２月３１日までの掲載

期間（月）は、別紙損害一覧表の「３ 原告Ｃｉ」の「掲載期間（月）」

欄記載のとおりである。 

さらに、侵害受信複製物の数量は、閲覧数の１０分の１に相当する

と推認できる。 10 

したがって、本件漫画３が本件サイト３ないし６に掲載されたこと

による損害の額は、別紙損害一覧表の「３ 原告Ｃｉ」記載の各数値

により、次のように算定される。 

月間平均閲覧数×掲載期間（月）÷１０×限界利益（円） 

ｂ 原告らに生じた損害の額 15 

前記ａの考え方によれば、本件サイトに本件漫画が掲載されたこと

によって原告らに生じた損害の額は、それぞれの掲載につき、別紙損

害一覧表の「損害額（円）」欄記載のとおりとなる。 

(ｲ) 著作権法１１４条３項により算定される損害額 

原告らが著作権の行使につき受けるべき金銭の額に相当する額は、本20 

件サイトに掲載された本件漫画の閲覧数に、本件漫画の販売価格（消費

税込み）から１０パーセントを控除した額（販売価格（消費税込み）の

９０パーセントに相当する額）を乗じた額となる。 

そして、本件漫画１及び２の閲覧数が「マイページ追加数」記載の数

値よりも大きいことも、本件漫画の販売価格から１０パーセントを控除25 

した額がそれぞれの限界利益の額よりも大きいことも明らかである。 
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したがって、原告らに生じた損害の額は、それぞれの掲載につき、別

紙損害一覧表の「損害額（円）」欄記載の額を下らない。 

(ｳ) 著作権法１１４条の５により算定される損害額 

本件サイトに本件漫画が掲載されたことによって、原告らに損害が生

じたことは明らかであるところ、本件においては、損害額を立証するた5 

めに必要な事実を立証することが当該事実の性質上極めて困難であるか

ら、裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき、相当な

損害額を認定すべきである。 

(ｴ) まとめ 

原告らは、前記(ｱ)ないし(ｳ)を選択的に主張する。 10 

そして、前記(ｱ)ないし(ｳ)により算定される額のうち、一部請求とし

て、原告Ａｉは２０万５０３２円、原告Ｂｉは３２４万８４２１円、原

告Ｃｉは６５４万６５４７円の各支払を求める。 

イ 調査費用 

本件においては、被告と本件口座との関係が重要な争点である。ところ15 

が、被告は、本件口座の存在を知らないし、使用したこともないと強く主

張していたため、原告らは、米国法に基づいて本件口座の情報開示を求め

ざるを得なかった。当該調査に要した費用は２２０万円を下らないところ、

原告らは、当該費用を等分に負担（ただし、端数の１円は原告Ａｉが負担）

した。 20 

したがって、被告の行為と相当因果関係にある調査費用は、原告Ａｉに

つき７３万３３３４円、原告Ｂｉ及び原告Ｃｉにつきそれぞれ７３万３３

３３円である。 

ウ 弁護士費用相当額 

被告の行為と相当因果関係にある弁護士費用は、原告Ａｉにつき２万０25 

５０３円、原告Ｂｉにつき３２万４８４２円、原告Ｃｉにつき６５万４６
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５５円である。 

（被告の主張） 

ア 著作権法の規定により算定される損害額について 

(ｱ) 著作権法１１４条１項１号により算定される損害額について 

ａ 本件サイト１について 5 

著作権法１１４条１項１号所定の「侵害受信複製物」「の数量」とは、

ダウンロードして作成された複製物の数量を意味するものである。「マ

イページに追加」されたからといって、閲覧者がダウンロードしたと

は限らないし、「マイページに追加」した数とダウンロードして作成さ

れた複製物の数量との関係も不明である。 10 

したがって、「マイページに追加」した数をもって、「侵害受信複製

物」「の数量」とすることはできない。 

     ｂ 本件サイト２について 

本件サイト２については、「マイページに追加」した数も不明であ

り、本件サイト１と同程度の損害の額となると推定することができる15 

根拠も不明である。 

     ｃ 本件サイト３ないし６について 

本件サイト３ないし６に掲載された本件漫画の閲覧数は、仮定や憶

測を重ねたものであって、十分な根拠や合理性を有するものとはいえ

ない。 20 

(ｲ) 著作権法１１４条３項により算定される損害額について 

本件サイト１及び２については、そもそも掲載された本件漫画の閲覧

数の主張がない。 

また、前記(ｱ)のとおり、本件サイト３ないし６に掲載された本件漫画

の閲覧数は、仮定や憶測を重ねたものであって、十分な根拠や合理性を25 

有するものとはいえない。 
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(ｳ) 著作権法１１４条の５により算定される損害額について 

前記(ｲ)のとおり、本件サイト１ないし６に掲載された本件漫画の閲覧

数さえも不明なのであるから、仮に、原告らに損害が生じたことが認めら

れるとしても、著作権法１１４条の５により算定される損害額は極めて低

い額にならざるを得ない。 5 

イ 調査費用及び弁護士費用相当額について 

否認ないし争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前提事実及び後掲の各証拠によれば、次の事実が認められる。 10 

(1) レッド社の状況 

ア レッド社の設立等 

レッド社は、有限会社でじぽの関連会社である米国法人「Digital Point, 

Inc.」の支援を受け、平成１４年１２月１６日、米国ハワイ州の法律に基

づき、ウェブサイトの作成等を目的として、Ｅｉが出資者となって設立さ15 

れた。被告は、レッド社の設立に際し、唯一の取締役として選任されると

ともに、社長、副社長、財務役、秘書役及び執行役との役職を有する唯一

の執行役員に選任された。なお、同社の定款上、設立者は、「Ｈｉ」、本店

所在地及び郵送先住所は、（省略）市「（省略）」とされていた。（前提事実

(1)イ、(4)ア、甲１５、１７、３２、４６） 20 

イ 本件住所変更届の提出 

レッド社は、平成１６年２月１８日、ハワイ州商業消費者省に対し、郵

送先住所を（省略）市「（省略）」所在の「Ｊｉ」気付に変更する旨の住所

変更届（本件住所変更届）を提出した。本件住所変更届には、「Ｆｉｖ」

（筆記体のもの）との署名がある。（甲５５、乙３） 25 

ウ レッド社に係る年次報告書の提出 
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平成１５年１１月から令和４年１２月にかけて、各年分のレッド社に係

る年次報告書がハワイ州商業消費者省に提出された。 

同月１日に電子的方式により提出された本件年次報告書の執行役員及び

取締役の項目の氏名欄には「Ｆｉｉ」、役職欄には社長、副社長、財務役、

秘書役及び執行役、住所欄には「（省略）」との各記載がある。また、本件5 

年次報告書には、「Ｆｉｉｉ」との記名がある。 

（以上、前提事実(4)ウ、甲４４）。 

エ 令和５年３月１６日時点のレッド社に係る登記の記載 

レッド社に係る登記には、令和５年３月１６日時点で、執行役員の欄に、

氏名は「Ｆｉｉ」、役職は社長、副社長、財務役、秘書役及び執行役、日付10 

は平成３０年１０月１日とそれぞれ記載されていたほか、郵送先住所は

（省略）市「（省略）」所在の「Ｌｉ」気付と記載されていた（前提事実(4)

エ、甲３２、４３）。 

(2) 本件口座の状況 

ア 口座開設 15 

被告は、平成１５年３月１８日、本件口座を開設した。その際にファー

ストハワイアンバンクに提出された署名カードには、「Ｆｉｖ」との署名が

あるほか、現地連絡先として「Digital Point, Inc.」「Ｈｉ」との記載があ

る（前提事実(4)イ、甲６８）。 

イ 小切手の振出 20 

少なくとも平成２７年１０月３日から令和６年１月１２日にかけて、年

次報告書に係る費用等の名目で、ファーストハワイアンバンクが発行した

レッド社名義の小切手が振り出された。これらの小切手には、いずれも

「Ｆｖ」との署名がある。なお、当該小切手に記載されているレッド社の

住所は、３通には（省略）市「（省略）」と、その余のものには同市「（省25 

略）」と記載されている。（甲６４） 



 

19 

 

ウ 入金の状況 

本件口座には、後記のどんぐり社からの入金のほか、「MERRICK MIRROR 

HOSTING, INC」、株式会社フィットからの入金がされていた。なお、平成２

９年１２月２６日付けの「MERRICK MIRROR HOSTING, INC」からの入金履歴

においては、受取人であるレッド社の住所として被告の肩書地が記載され5 

ている。（甲６５、６６、６９、７０） 

(3) 本件サイトにおける広告掲載に係る報酬の支払状況 

ア 本件サイトには、どんぐり社を広告代理店として広告が掲載されていた

ところ、同社は、令和３年以降、この広告掲載に係る報酬につき、フルパ

ワー社を名乗る者から電子メールで請求書の送付を受け、当該請求書にお10 

いて指定されている本件口座に支払っていた（甲１３、３６）。 

イ フルパワー社を名乗る者から電子メールで送付されたレッド社名義の令

和３年５月１２日付けの請求書には、同社の住所として、（省略）市「（省

略）」、支払先として本件口座が記載されている（甲１３の２）。 

また、どんぐり社から本件口座への同年６月１日付け入金に係る履歴に15 

おいては、受取人であるレッド社の住所として、（省略）市「（省略）」「Ｏ

ｉ ACCOUNTING SERVICE」気付、目的として広告掲載料と記載されている

（甲６５）。 

(4) 被告の転居 

被告は、平成２７年１月２０日、（省略）から肩書地に転居した（甲１６）。 20 

２ 争点１（不法行為の成否）について 

(1) 準拠法について 

争点１に係る原告らの請求は、被告が本件漫画を本件サイトに掲載したこ

とを理由とする著作権侵害に基づく損害賠償請求であるから、不法行為によ

って生ずる債権の成立が問題となるものである。そして、この原告らの請求25 

は、本件サイトの閲覧者が本件サイトに掲載された本件漫画を閲覧したこと
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によって、当該閲覧者が購入したであろう本件漫画の販売数量が減少し、日

本に居住する原告らの権利が害されるとの結果が生じたことを前提とするも

のであるから、加害行為の結果が発生した地は日本といえる。 

そして、本件漫画が掲載された本件サイトは、いずれもインターネット上

に開設されたウェブサイトであって、日本からも閲覧することが可能であっ5 

た上、本件漫画の台詞は日本語で記載されており、かつ、本件サイト自体も

日本語で作成されていたこと（前提事実(3)ア、甲７ないし１０）に照らすと、

日本における結果の発生が通常予見できないものとはいえない。 

したがって、主位的請求については、通則法１７条本文により、加害行為

の結果が発生した地である日本法を適用すべきである。 10 

(2) 本件サイトに本件漫画を掲載したのは本件口座の管理者であるか否かにつ

いて 

前記１(3)のとおり、本件サイトには、どんぐり社を広告代理店として広告

が掲載されていたところ、同社は、令和３年以降、当該広告掲載に係る報酬

につき、フルパワー社を名乗る者から電子メールで請求書を受領し、当該請15 

求書で指定されていた本件口座に支払っていた。この広告掲載報酬の支払の

流れに照らせば、本件口座の管理者が、何らかの形で本件サイトの運営、管

理等に関与していた可能性は否定できない。 

しかし、本件サイトには、本件サイトの運営者や本件漫画を掲載した者の

氏名又は名称を直接示す記載がないことが認められる（甲７ないし１０）。そ20 

して、本件全証拠によっても、誰がどのように本件サイトを構築し、本件漫

画を掲載したのかなどの具体的な事実関係を認めることができないから、本

件サイトへの本件漫画の掲載について、本件口座の管理者の具体的な関与の

態様は不明といわざるを得ない。 

したがって、本件口座の管理者が本件サイトに本件漫画を掲載したと認め25 

ることはできない。 
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(3) レッド社の法人格が形骸化しているか否かについて 

ア 原告らは、レッド社の法人格は形骸化しており、外形的にレッド社の活

動とされるものは、実質的には代表者である被告による個人営業によるも

のであると主張する。 

イ そこで検討すると、法人の行為をその社員や役員等の個人の行為とみる5 

ことができる法人格の形骸化とは、法人格が全く形骸にすぎない状態であ

ることをいい、法人とは名ばかりで会社が実質的には株主や取締役等の個

人営業である状態等がその典型であると解される。そして、法人格が形骸

化しているか否かは、株主や取締役等が当該法人を実質的に支配している

ことに加えて、会社財産と支配株主等の財産の混同（営業所や住所の共有、10 

会計区分の欠如等）、会社と支配株主等の業務の混同（外見による区分困難、

同種事務の遂行等）株主総会・取締役会の不開催など会社法等により要求

される手続の無視、不遵守といった徴表が見られるかどうかに着目して判

断するのが相当である。 

ウ これを本件についてみると、前記１(1)ア、ウ及びエのとおり、被告は、15 

レッド社の設立に際し、唯一の取締役として選任されるとともに、社長等

との役職を有する唯一の執行役員に選任され、本件年次報告書にも令和５

年３月１６日時点のレッド社の登記にも、同旨の記載がある。 

しかし、レッド社の業務の遂行状況や、被告がレッド社の業務にどのよ

うに関与しているかを認めるに足りる証拠はないから、被告がレッド社を20 

実質的に支配しているとも、レッド社の業務と被告の業務とが混同してい

るとも認めることができない。 

また、前記１(2)及び(3)のとおり、少なくとも平成２７年１０月３日か

ら令和６年１月１２日にかけて、ファーストハワイアンバンクが発行した

レッド社名義の小切手が振り出されていたり、本件口座に複数の会社から25 

入金がされていたりするものの、これらの本件口座に係る一部の入出金の
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履歴以外にレッド社の具体的な財産状況や業務遂行状況を認めるに足りる

証拠はなく、レッド社の財産と被告の財産とが混同していると認めること

はできない。 

さらに、前記１(1)ウのとおり、平成１５年１１月から令和４年１２月に

かけて、各年分のレッド社に係る年次報告書がハワイ州商業消費者省に提5 

出されており、同州の法令等において定められている手続が一応履践され

ていることがうかがわれる。他方で、レッド社において株主総会や取締役

会が開催されていないことを認めるに足りる証拠はなく、他に法令等によ

り要求されている手続の無視、不遵守といった徴表があることを認めるに

足りる証拠もない。 10 

そうすると、被告がレッド社を実質的に支配していると認めることがで

きない上、レッド社の財産と被告の財産とが混同しているとも、レッド社

の業務と被告の業務とが混同しているとも認められないし、法令等により

要求される手続の無視、不遵守といった徴表があるとも認めることができ

ない。 15 

エ したがって、レッド社の法人格が形骸化しているということはいえず、

外形的にレッド社の活動とされるものが被告の個人営業によるものである

との原告らの前記主張を採用することはできない。 

(4) 被告が個人として本件サイトへの本件漫画の掲載に関与したか否かについ

て 20 

ア 前記(2)のとおり、本件口座の管理者が本件サイトに本件漫画を掲載した

と認めることはできない。 

イ 前記(3)のとおり、レッド社の法人格が全くの形骸にすぎず、外形的にレ

ッド社の活動とされるものが被告の個人営業によるものであるとはいえな

いから、仮にレッド社が本件サイトの運営、管理等に何らかの形で関与し25 

ているとしても、それが直ちに被告の個人営業によるものであるというこ
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とはできない。 

また、原告らは、被告がレッド社とフルパワー社の名義を使い分けてい

ると主張するが、フルパワー社を名乗る者が被告であることを認めるに足

りる証拠はない。 

ウ このほか、本件全証拠によっても、被告が個人として本件サイトへの本5 

件漫画の掲載に関与したと認めることはできない。 

(5) まとめ 

以上によれば、その余の点について判断するまでもなく、主位的請求であ

る民法７０９条に基づく損害賠償請求は理由がない。 

３ 争点２－１（現任の取締役としての責任の有無）について 10 

(1) 準拠法について 

会社法４２９条１項所定の取締役の責任は、法がその責任を加重するため

特に認めたものであって、不法行為責任とは別個の法定責任と解される（最

高裁昭和３９年（オ）第１１７５号同４４年１１月２６日大法廷判決・民集

２３巻１１号２１５０頁参照）。しかし、取締役の第三者に対する損害賠償責15 

任を定める会社法４２９条１項の規定は、会社の内部関係や組織法上の問題

を規律するものではなく、会社と関係を有しない外部の第三者との間の関係

も規律するものであって、この点において不法行為に基づく損害賠償責任と

同視できる。したがって、会社法４２９条１項所定の責任に基づく損害賠償

請求は、不法行為に基づく損害賠償請求と同一の単位法律関係に属するもの20 

と解される。 

以上によれば、前記２(1)において説示したところと同様に、第１次予備的

請求については、通則法１７条本文により、加害行為の結果が発生した地で

ある日本法を適用すべきである。 

(2) 被告がレッド社の取締役の職務を行うについて悪意又は重大な過失があっ25 

たかについて 
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仮にレッド社が本件サイトの運営、管理等に何らかの形で関与していると

しても、本件サイトに本件漫画が掲載されたことに関し、被告がレッド社の

取締役の職務を行うについて悪意又は重大な過失があったと認めることはで

きない。その理由は以下のとおりである。 

ア 被告がレッド社の取締役を退任したか否か及びレッド社の業務に関与し5 

ていたか否かに関し、以下の点を指摘することができる。 

(ｱ) レッド社の業務の状況について 

前記１(1)アのとおり、レッド社の目的は、ウェブサイトの作成等とさ

れている。しかし、レッド社が、設立以来、いかなる事業を行ってきた

のかを認めるに足りる証拠はない。 10 

(ｲ) レッド社の役員について 

前記１(1)ア、ウ及びエのとおり、被告は、レッド社の設立に際し、唯

一の取締役として選任されるとともに、社長等との役職を有する唯一の

執行役員に選任され、本件年次報告書及び令和５年３月１６日時点のレ

ッド社の登記にも同旨の記載がある。 15 

しかし、レッド社の設立に際して被告が執行役員兼取締役として選任

されたこと以外に、それ以後のレッド社の株主総会、取締役会等におい

て、被告を含めて、ある者を執行役員や取締役として選任する決議が行

われたことを認めるに足りる証拠はない。 

(ｳ) 被告のレッド社の業務への関与の状況について 20 

ａ 年次報告書の記名について 

前記１(1)ウのとおり、平成１５年１１月から令和４年１２月にかけ

て、各年分のレッド社に係る年次報告書がハワイ州商業消費者省に提

出されており、同月１日に提出された本件年次報告書にも「Ｆｉｉｉ」

との記名がある。 25 

しかし、本件年次報告書は電子的方式によって提出されたものであ
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るところ、米国ハワイ州において会社の年次報告書を電子的方式によ

り提出する際の本人確認の方法を含む具体的な提出方法を認めるに足

りる証拠はない。また、本件年次報告書以外の年次報告書がどのよう

な方式、態様により提出されたのかについても、これを認めるに足り

る証拠はない。 5 

そうすると、上記の記名があることをもって、被告本人が、各年分

のレッド社に係る年次報告書を提出したり、その指示をしたりしたと

まで認めることはできない。 

ｂ 平成１６年２月１８日付けの本件住所変更届の署名について 

(a) 前記１(1)ア及び(2)アのとおり、レッド社の設立や本件口座の開10 

設に際して代行業者が関与しており、被告がレッド社との関係を解

消しようとする場合に、当局からの連絡を受けるために必要となる

郵送先住所を現地所在の代理人ないし代行業者の所在地（本件にお

いて、変更後の郵送先住所として指定されている気付からすると、

小切手の名宛人ともなっている会計事務所の所在地の可能性がある。）15 

に変更することには合理性があるといえる。 

また、本件住所変更届が提出されたのは約２０年前であるから、

被告がレッド社の取締役を辞任して同社との関係を解消したと主張

する時期について、１年程度の記憶違いが生じたとしても必ずしも

不自然とはいえない。 20 

これらの事情に照らせば、本件住所変更届は、被告の意向を踏ま

えて提出された可能性があるといえる。 

(b) もっとも、前記１(1)イのとおり、本件住所変更届には、「Ｆｉｖ」

（筆記体のもの）との署名があるものの、被告のパスポート（平成

２４年１０月１１日発行。乙４）上の署名と対比しても、本件住所25 

変更届の署名が被告によってされたものであることが明らかとはい
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えない。 

ｃ 小切手の署名について 

前記１(2)イのとおり、少なくとも平成２７年１０月３日から令和６

年１月１２日にかけて振り出されたレッド社名義の小切手には、いず

れも「Ｆｖ」との署名がある。 5 

この点について、被告は、小切手に署名をしたかもしれないが分か

らない、レッド社設立時に１００ないし２００枚程度の小切手にまと

めて署名をしたかもしれないが、自身でレッド社の小切手を振り出し

たことはないとの趣旨の供述をする。被告の当該供述は何ら裏付けの

ないあいまいなものというほかなく、このような供述に基づき、平成10 

２７年１０月３日から令和６年１月１２日にかけて振り出されたレッ

ド社名義の小切手に被告が署名したか否かを判断することはできない。

また、被告のパスポート上の署名と対比しても、上記の各小切手の署

名が被告によってされたものであると認めることができない。 

さらに、上記の各小切手に記載されている手書き文字の体裁から、15 

それらは、振り出される都度、筆記具を途中で変えることなく記入さ

れたものであると見受けられる。そうすると、上記の各小切手は、振

り出される際に一時に全ての記載事項が記入されたものとうかがわれ

る。他方で、上記の各小切手のうち、名宛人が「Ｏｉ Accounting 

Service」及び「Hawaii State Tax Collector」のものは、年の記載が20 

下２桁で、金額の先頭に「～」が付され、「Hundred」と先頭が大文字

となっているのに対し、名宛人が「Ｌｉ」のものは、年の記載が４桁

で、金額の先頭に特段の文字が付されておらず、「hundred」と先頭が

小文字となっているとの点で表記ゆれがあることが認められるから、

全ての小切手が同一人によって作成されたとするに合理的な疑いが残25 

る。 
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これらの事情に照らせば、平成２７年１０月３日から令和６年１月

１２日にかけて振り出されたレッド社名義の小切手が、被告によって

振り出されたものであるとまでは認めることができない。 

ｄ 本件口座の入金履歴上の住所について 

前記１(2)ウ及び(4)のとおり、被告は、平成２７年１月２０日、（省5 

略）から肩書地に転居したところ、その後にされた平成２９年１２月

２６日付けの「MERRICK MIRROR HOSTING, INC」からの入金に係る履歴

においては、受取人であるレッド社の住所として被告の肩書地すなわ

ち上記転居後の住所が記載されている。このように、被告の転居後に

された本件口座への入金に係る履歴に当該転居後の住所が記載されて10 

いることは、当該入金に被告が関与したことをうかがわせる事情とい

える。 

しかし、被告が代表取締役を務める悟空社について、平成２７年２

月１３日に代表取締役の住所に係る変更登記がされていたため（甲７

７）、平成２９年１２月２６日の時点で、被告の転居後の住所が約２年15 

１０か月近くにわたって登記記録によって公開されていたこと、被告

が悟空社を経営していることは、レッド社の出資者であるＥｉも把握

していたこと（甲１７）からすると、レッド社と何らかの関係を有す

る者は、被告の住所を知り得る状況にあったと認められる。そうする

と、平成２９年１２月２６日付けの「MERRICK MIRROR HOSTING, INC」20 

からの入金に係る履歴において被告の転居後の住所が記載されている

としても、そのことをもって被告が当時レッド社に関与していたとま

で認めることはできない。 

ｅ その他の業務への具体的関与等の有無について 

このほか、被告がレッド社の業務に具体的に関与していることを認25 

めるに足りる証拠はなく、レッド社から役員報酬を含む何らかの経済
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的利益を得ていたり、レッド社の運営、管理等のために何らかの費用

を支出していたりしたと認めるに足りる証拠もない。 

イ 被告がレッド社の取締役として同社の業務に関与していたか否かについ

て検討する。 

(ｱ) 被告のレッド社の業務への関与の有無について 5 

ａ 前記ア(ｱ)のとおり、レッド社が、設立以来、いかなる事業を行って

きたのかを認めるに足りる証拠はない。 

また、前記ア(ｳ)ａないしｃのとおり、本件年次報告書、本件住所変

更届及び各小切手には、「Ｆｉｉｉ」又は「Ｆｖ」との記名又は署名が

あるものの、本件全証拠によっても、これらの記名及び署名が被告に10 

よってされたものであるとまでは認め難い。 

さらに、前記ア(ｳ)ｄのとおり、平成２９年１２月２６日付けの

「MERRICK MIRROR HOSTING, INC」からの入金に係る履歴において被告

の転居後の住所が記載されていたことをもって、被告が当時レッド社

に関与していたと認めることはできない。 15 

そして、前記ア(ｳ)ｂ及びｅのとおり、平成１６年２月１８日付けの

本件住所変更届は、被告の意向を踏まえて提出された可能性があるも

のの、同日より後に、被告がレッド社の業務に具体的に関与している

ことを認めるに足りる証拠はない。 

ｂ 以上によれば、被告が、本件住所変更届を提出した平成１６年２月20 

１８日より後に、レッド社の業務に関与していると認めることはでき

ないというべきである。 

(ｲ) 被告は現にレッド社の取締役であるかについて 

ａ(a) 前記ア(ｲ)のとおり、被告は、レッド社の設立に際し、唯一の取締

役として選任されるとともに、社長等との役職を有する唯一の執行25 

役員に選任され、本件年次報告書及び令和５年３月１６日時点のレ
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ッド社の登記にも同旨の記載がある。 

しかし、レッド社の設立に際して被告が執行役員兼取締役として

選任された以外に、その後のレッド社の株主総会等において、被告

を含め、ある者を執行役員や取締役に選任する決議が行われたり、

その者が執行役員や取締役に就任することが承諾されたりしたこと5 

を認めるに足りる証拠はない。 

     (b) この点について、被告は、平成１５年３月ないし８月頃に、レッ

ド社の取締役を辞任により退任したと主張し、その頃、Ｎｉという

人物にレッド社の代表者変更手続を依頼したとの趣旨の記載がある

陳述書（乙５）を提出するとともに、同旨の供述をする。 10 

しかし、被告がレッド社の取締役の辞任に関して権限を有する者

ないし機関に対して同社の取締役を辞任する旨を申し出たことを認

めるに足りる客観的な証拠はない。そして、被告の上記供述につい

ても、Ｎｉという人物のフルネームも分からないなどというもので

あって、具体性に欠くものといわざるを得ない。 15 

したがって、被告の上記陳述書の記載部分及び供述部分を直ちに

採用することはできない。 

(c) 以上によれば、平成１５年３月ないし８月頃にレッド社の取締役

を辞任により退任したとの被告の主張を採用することはできないと

いうべきである。 20 

ｂ また、会社の取締役には任期があるのが通常と考えられるものの、

被告について、ハワイ州の法令等において規定されているレッド社の

取締役の任期が満了したと認めるに足りる証拠もない。 

ｃ 以上によれば、被告は、本件サイトに本件漫画が掲載されていた時

点において、レッド社の取締役を退任していたと認めることはできな25 

い。 
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(ｳ) 被告の供述の評価について 

ａ 被告は、被告がレッド社の代表者兼取締役として登記されたままで

あることを本件訴訟に係る訴状の送達を受けて初めて知ったと供述す

る。 

しかし、証拠（甲１３の１、２９、３０、４０、乙１）及び弁論の5 

全趣旨によれば、被告は、原告ら訴訟代理人から、被告が代表となっ

ているレッド社について照会したいとの旨の令和４年１月２４日付け

の書面及び同年２月１日付けの電子メールの各送付を受けていた上、

原告らがどんぐり社を被告として提起した本件サイトに本件漫画が掲

載されたことを理由とする損害賠償請求事件（東京地方裁判所令和３10 

年（ワ）第２２０５８号）において、どんぐり社からの訴訟告知書の

送達を受けていたことが認められる。 

このように、被告は、本件訴訟に係る訴状の送達を受ける前にも、

被告がレッド社の代表者として登記されていることを知る機会が複数

回あったと認められるにもかかわらず、本件訴訟に係る訴状の送達を15 

受けるまで、それを知り得なかった理由についての合理的な説明がさ

れているとはいえない。 

     ｂ このほか、前記ア(ｳ)ｃにおいて指摘した小切手に関する供述を含

め、本件の事実関係全般に関する被告の供述はあいまいなものにとど

まっているといわざるを得ない。 20 

ｃ このように、被告の供述はあいまいなものにとどまり、合理的な説

明がされていない事項が散見されるといわざるを得ないから、客観的

な証拠から導き出せる前記(ｱ)及び(ｲ)の判断及び評価を左右するもの

とはいえない。 

ウ 次に、被告においてレッド社の取締役の職務を行うについて悪意又は重25 

大な過失があったか否かについて検討する。 
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(ｱ) 前記ア(ｱ)のとおり、レッド社がいかなる事業を行っているのかを認め

るに足りる証拠はない。 

しかし、前記ア(ｳ)のとおり、本件住所変更届が提出された平成１６年

２月１８日より後にも、令和４年１２月にかけて、各年分のレッド社に

係る年次報告書がハワイ州商業消費者省に提出されている上、少なくと5 

も平成２７年１０月３日から令和６年１月１２日までの間、レッド社名

義の小切手が振り出されたり、本件口座に入金がされたりしている。そ

して、前記２(2)のとおり、本件サイトに係る広告掲載報酬の支払の流れ

に照らし、本件口座の名義人であるレッド社が何らかの形で本件サイト

の運営、管理等に関与していた可能性が否定できないことを併せ考慮す10 

ると、本件サイトに本件漫画が掲載されていた間、レッド社の業務が完

全に停止していたとはいえず、何者かによってレッド社の業務が遂行さ

れていた可能性が高いというべきである。 

また、上記のとおり、レッド社は、何らかの形で本件サイトの運営、

管理等に関与していた可能性が否定できないものの、本件全証拠によっ15 

ても、誰がどのように本件サイトを構築し、本件漫画を掲載したのかな

どの具体的な事実関係を認めることができないから、本件サイトへの本

件漫画の掲載についてのレッド社の具体的な関与の態様は不明といわざ

るを得ない。 

(ｲ) 他方で、前記イ(ｱ)のとおり、本件住所変更届が提出された平成１６年20 

２月１８日より後に、被告がレッド社の業務に関与していたと認めるこ

とができないところ、被告において、本件サイトに本件漫画が掲載され

ていたことはもとより、レッド社の業務が完全に停止していないことや、

複数の企業から本件口座に入金があるなどの会計状況等について報告を

受けるなどして、レッド社の実情を把握していたと認めるに足りる証拠25 

はない。 
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(ｳ) 株式会社の取締役は、当該会社の業務執行が適正に行われるよう、こ

れを監視、監督する義務を負っている。しかし、本件住所変更届が提出

された平成１６年２月１８日から、本件サイトに本件漫画の掲載が開始

された平成２７年８月１５日まで、約１１年半も経過しており、その間、

被告が、レッド社の業務に関与していたとも、同社の業務執行状況や会5 

計状況等の実情を把握していたとも認めることができない。そうすると、

このような状況にある被告において、レッド社が何らかの形で本件サイ

トの運営、管理等に関与しているといった抽象的な事象についてまで監

視、監督義務を尽くすことは困難であるといわざるを得ない。 

したがって、被告において、レッド社が何らかの形で本件サイトの運10 

営、管理等に関与していることを看過したとしても、レッド社の取締役

の職務を行うについて悪意又は重大な過失があったとはいえない。 

(ｴ) 以上によれば、仮にレッド社が何らかの形で本件サイトの運営、管理

等に関与していたとしても、本件サイトに本件漫画が掲載されたことに

関し、被告において職務を行うについて悪意又は重大な過失があったと15 

はいえない。 

(3) まとめ 

したがって、被告が、本件サイトに本件漫画が掲載されたことに関し、レ

ッド社の現任の取締役としての責任を負うとの原告らの主張を採用すること

はできない。 20 

４ 争点２－２（退任した取締役としての責任の有無）について 

(1) 退任登記が未了であることに基づく責任の有無について 

ア 判断基準について 

株式会社の取締役を辞任した者は、辞任したにもかかわらずなお積極的

に取締役として対外的又は内部的な行為をあえてしたとか、登記申請権者25 

である当該株式会社の代表者に対し、辞任登記を申請しないで不実の登記
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を残存させることにつき明示的に承諾を与えていたなどの特段の事情のな

い限り、辞任登記が未了であることによりその者が取締役であると信じて

当該株式会社と取引した第三者に対しても、会社法４２９条１項に基づく

損害賠償責任を負わないものと解するのが相当である（最高裁昭和３３年

（オ）第３７０号同３７年８月２８日第三小法廷判決・集民６２号２７３5 

頁、最高裁昭和５８年（オ）６７８号同６２年４月１６日第一小法廷判

決・民集４１巻５号１３５９頁参照）。このことは、任期満了により退任し

た取締役についても同様であると解される。 

そして、前記３(1)と同様に、第２次予備的請求についても、通則法１７

条本文により、加害行為の結果が発生した地である日本法を適用すべきで10 

あるから、ハワイ州法に基づいて設立された法人において退任した取締役

の責任の有無の判断に当たっても、上記の判断基準が妥当するものと解さ

れる。 

イ 本件におけるあてはめ 

これを本件についてみると、仮に、被告が、平成１５年３月ないし８月15 

頃又はこれに近い時期に、レッド社の取締役を辞任又は任期満了により退

任していたとしても、前記３(2)イ(ｱ)において検討したとおり、被告が、

本件住所変更届の提出された平成１６年２月１８日より後に、レッド社の

業務に関与していると認めることができない。そして、本件全証拠によっ

ても、このほかに、被告が、レッド社の取締役を退任した後、積極的に取20 

締役として対外的又は内部的な行為をあえてしていたとも、登記申請権者

に対し、退任登記を申請しないで不実の登記を残存させることについて明

示的に承諾を与えていたなどの特段の事情があるとも認めることはできな

い。 

(2) 会社法３４６条１項及び同法３５１条１項に基づく責任の有無について 25 

ア 会社法３４６条１項は、「役員…が欠けた場合…には、任期の満了又は辞



 

34 

 

任により退任した役員は、新たに選任された役員…が就任するまで、なお

役員としての権利義務を有する。」と規定しており、代表取締役が欠けた場

合に関する同法３５１条１項も同旨である。 

そうすると、仮に、被告が、平成１５年３月ないし８月頃又はこれに近

い時期に、レッド社の取締役を辞任又は任期満了により退任していたとし5 

ても、前記３(2)イ(ｲ)ａ(a)において説示したとおり、その頃以降に、新た

に選任された取締役が就任したと認めることはできないから、被告は、な

おレッド社の取締役としての権利義務を有し、同法４２９条１項所定の責

任を負い得るものというべきである。 

イ もっとも、前記３(2)ウ(ｳ)のとおり、本件住所変更届が提出された平成10 

１６年２月１８日から、本件サイトに本件漫画の掲載が開始された平成２

７年８月１５日まで、約１１年半も経過しており、その間、被告が、レッ

ド社の業務に関与していたとも、同社の業務執行状況や会計状況等の実情

を把握していたとも認めることができない。そうすると、このような状況

にある被告において、レッド社が何らかの形で本件サイトの運営、管理等15 

に関与しているといった抽象的な事象についてまで監視、監督義務を尽く

すことは困難であるといわざるを得ない。 

したがって、被告において、レッド社が何らかの形で本件サイトの運営、

管理等に関与していることを看過したとしても、会社法３４６条１項及び

同法３５１条１項所定の権利義務に基づくレッド社の取締役の職務を行う20 

について悪意又は重大な過失があったとはいえない。 

ウ 以上によれば、仮にレッド社が何らかの形で本件サイトの運営、管理等

に関与していたとしても、本件サイトに本件漫画が掲載されたことに関し、

被告において、会社法３４６条１項及び同法３５１条１項所定の権利義務

に基づくレッド社の取締役の職務を行うについて悪意又は重大な過失があ25 

ったとはいえない。 
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(3)まとめ 

したがって、被告が、本件サイトに本件漫画が掲載されたことに関し、レ

ッド社の退任した取締役としての責任を負うとの原告らの主張を採用するこ

とはできない。 

５ 争点２についてのまとめ 5 

以上によれば、その余の点について判断するまでもなく、会社法４２９条１

項に基づく損害賠償請求は理由がない。 

第４ 結論 

以上によれば、原告らの請求はいずれも理由がないから、これらをいずれも

棄却することとして、主文のとおり判決する。 10 

東京地方裁判所民事第２９部 

 

    裁判長裁判官 

                                 

               國 分 隆 文 15 

 

 

       裁判官 

                                 

               間 明 宏 充 20 

 

 

       裁判官 

                                 

               木 村 洋 一 25 
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（別紙） 

ウェブサイト目録 

 

１ 名称 「BL図書館」 

URL   http://（省略） 5 

２ 名称 「BL工房みんと」 

URL   http://（省略） 

３ 名称 「同人ドルチ」 

URL   http://（省略） 

４ 名称 「同人ナイト」 10 

URL   http://（省略） 

５ 名称 「萌え萌えアニメログ」 

URL   http://（省略） 

６ 名称 「誰得エロ漫画」 

URL   http://（省略） 15 

以上 
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（別紙） 

著作物目録１ 

 

１ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１４年１２月２８日 5 

２ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１６年１２月３０日 

３ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１５年１０月１８日 

４ 表題  『（省略）』 10 

発行日 ２０１７年５月４日 

以上 
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（別紙） 

著作物目録２ 

 

１ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１５年８月１５日 5 

２ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１５年１２月２９日 

３ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１４年１２月２８日 

以上 10 
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（別紙） 

著作物目録３ 

 

１ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１９年８月１２日 5 

２ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１９年１２月３１日 

３ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１８年１２月３１日 

４ 表題  『（省略）』 10 

発行日 ２０１８年８月１２日 

５ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１６年１２月３１日 

６ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１７年８月１３日 15 

７ 表題  『（省略）』 

発行日 ２０１３年１２月３１日 

以上 


